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論 説 

全所得主義（総合主義）から帰属所得主義（帰属主義）への移行を巡る背景 

 

立教大学法学部准教授 

浅 妻 章 如 

 

◆SUMMARY◆ 

非居住者及び外国法人の所得に対する課税のあり方には、非居住者等が所得の源泉地国内
に恒久的施設（PE）を有している場合に当該 PEに帰属する所得についてのみ課税する帰属
所得主義（帰属主義）と当該 PE に帰属する所得に限定せず「すべての国内源泉所得」に課
税する全所得主義（総合主義）があり、OECDモデル租税条約 7条 1項は帰属所得主義を採
用しているが、我が国は全所得主義を採用しているところである。 

ところが、2010年（平成 22年）11月 8日に開催された政府税制調査会専門家委員会にお
いて全所得主義から帰属所得主義への移行が論点として取り上げられ、今後この問題は大き
な論点となることが予想される。 

本稿は、このような状況の中、上記の論点が提起されることとなった背景を述べた上で、
全所得主義から帰属所得主義への移行に関する問題点について考察するものである。（平成
24年 6月 29日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、税

務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解を示

すものではありません。 
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１ 序論 

現在の日本の非居住者・外国法人課税ルー
ルの大枠は 1962年に整備された(1)。恒久的施
設の定義は OECD モデル租税条約(完成は
1963 年)を模倣したものであるが、ソースル
ール（所得源泉）は 1966 年以前のアメリカ
法の全所得主義（総合主義とも呼ばれる）を
模倣したものである。他方、OECDモデル及
びそれに依拠する日本の実際の租税条約は、
概ね帰属所得主義（帰属主義とも呼ばれる）
を採用している。 

日本の国内法の全所得主義と租税条約下の
帰属所得主義との反りが合わないことについ
てはかねてから問題視されてきたが、今頃に
なって改めて本稿でこの議題を取り上げる契
機は二つある。第一に、2010年（平成 22年）
の税制調査会専門家委員会の議論の中で、全
所得主義から帰属所得主義への移行について
言及され、帰属所得主義への移行論の機運が
高まったことが挙げられる(2)。第二に、租税
条約非締結国（有り体に言えば概ねタックス
ヘイヴン）からの日本の東証などへの投資に
関し、日本でサーバーPE が認定され全所得
主義の課税が起きてしまうかもしれない、と
いう具体的な問題が生じていることである。 

本稿の構成は次の通り。2 章で全所得主義

の下で起きる問題（サーバーPE の問題も含
めて）を略述する。3 章で、源泉課税管轄を
抑制し居住課税管轄を優先させるという
OECD モデル租税条約の伝統について、
OECDもしくは OECD加盟国に後悔がある
のではないかという世界的な潮流を描写す
る。4 章で、全所得主義から帰属所得主義に
移行する際に付随して生ずると思われる問題
（補論として付加価値税における輸入課税の
範囲）について論ずる(3)。 

 

２ 現在の日本法・全所得主義下での問題点 

所得税法 164（法人税法 141）条 1項 1号
(4)のいわゆる 1 号 PEを非居住者（外国法人
含む）が日本国内に有している場合、日本で
の課税対象所得は当該 PEに帰属する所得に
限定されず「すべての国内源泉所得」となる。
これを全所得主義と呼ぶ。国内源泉所得のう
ち当該ＰＥに帰属しない所得も当該 PEの存
在によって課税対象に吸引されてしまうとい
うイメージで、吸引力（force of attraction）
と呼ぶこともある。force of attractionという
表現は適切でないという批判もあり(5)、その
批判は正当であると私も考えるが、人口に膾
炙しているので分かりやすさの便宜のため本
稿でも用いる。 
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他方、OECDモデル租税条約 7条 1項は、
非居住者が源泉地国内に PEを有している場
合に、当該 PEに帰属する所得についてのみ
源泉地国の課税権を認めている。これを帰属
所得主義と呼ぶ。 

日本の国内法が全所得主義を採用していて
も、日本が締結してきた租税条約は概ね帰属
所得主義を採用してきたので、全所得主義の
問題は租税条約非締結国との間において起き
るにすぎず、実際上の問題は（無かった訳で
はなかろうが）それほど重要なものではなか
ったものと推測される。 

しかし、近年具体的な問題が指摘されるよ
うになった。外国法人が東証で日本所在のサ
ーバーを通じて証券取引をすると、当該サー
バーが PE認定される可能性があり、当該外
国法人が日本と条約を締結していない国（タ
ックスヘイヴン等）の居住者である場合には
日本国内法の全所得主義が適用される可能性
がある。 

サーバーが PEに該当するか等の電子商取
引課税問題については、OECDモデル租税条
約コメンタリー5条の 42.1段落以下に記載(6)

がある。電子商取引課税が議論されていた当
時(7)、サーバーが PE に該当する場合であっ
ても、当該サーバーPE に帰属する利得は少
額にすぎないであろうと高を括っていた面が
あったと推測される。そして、OECDモデル
租税条約が前提とする帰属所得主義の下で
は、そのように高を括って構わなかった。し
かし全所得主義が適用されるとすると話が違
ってくる。 

ここで、サーバーが PEに該当する可能性
があるという OECD コメンタリーの記述を
前提としてもなお、件の東証関係で動いてい
るサーバーが PEと認定されるかという当て
はめの問題は別途ある。しかし、私は（東証
に関するサーバーが具体的にどういう活動を
しているか把握していないが、話を聞く限り）
PE に該当する可能性が高い（いわゆる準備

的補助的活動にとどまらない可能性が高い）
と考えているし、当てはめの問題を本稿で突
っ込んで検討する価値はあまりないと考え
る。仮に件のサーバーが PEに該当しないと
いう解釈論の余地があるとしても、ファンド
運営者が外国法人を通じて東証の市場に投資
するか否かを決断する際に、サーバーPE が
認定される可能性（それが解釈論として斥け
られるとしても）及び全所得主義の課税がな
される可能性、をそうしたファンド運営者が
忌避すること（投資先を日本でなく他の国に
向けること）が日本の国益に沿わないかもし
れない、という問題が別途あるからである。 

立法対応としては主に二つの方向が考えら
れている。 

第一に、所得税法 164条 1項を、OECDモ
デル流に帰属所得主義に変更するという方向
が考えられる。これが本稿の検討課題でもあ
る。これは金融庁の『平成 23 年度税制改正
要望項目：平成22年8月』(8)にも現れている。 

第二に、サーバ PEの該当範囲を国内法で
小さくする、という方向が考えられる。金融
庁の『平成 24 年度税制改正要望項目：平成
23年 9月』(9)は、先の第一の方向の改正に加
え、新たにこの第二の方向の改正も要望して
いる。 

第一の方向は、所得源泉ルール（ソースル
ール）改正も含めた大変革にならざるをえな
い（そのための時間もコストも無視しがたい）
であろう一方で、第二の方向はお手軽である
というメリットが期待できる。対症療法的パ
ッチワークが増えると、原理原則が不確かに
なる、という理論的批判が生じるかもしれな
いが、批判がそういう筋のものにとどまるの
であればそこは大問題ではなかろうと私は考
える。元々妥協の産物という色の濃い領域で
ある国際課税ルール（例えば、PE概念や PE

なければ課税なしというルールについても、
神聖なものではなく妥協の産物にすぎないと
いうことがしばしば言われる）について、ル
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ールの整合性と、国益や実際的要請と、どち
らをどの程度重視すべきかというバランスで
決まる問題であろう。 

尤も、立法対応が望ましいか自体について
も議論の余地がある。日本と租税条約を締結
していない国の法人が日本に投資するといっ
ても、そうした国・地域の多くはタックスヘ
イヴンであって、その国・地域に元々の資金
の供給者が居ることは稀であると推測され
る。殆どの資金の供給者は、日本居住者であ
るか、日本と租税条約を締結している国（現
在は欧米や中東であろうか）の居住者であろ
う。租税条約相手国の資金供給者が直接（も
しくは現地の法人を通じて）日本に投資する
ならば、サーバーPE 認定の可能性はあって
も全所得主義課税に怯えることはない。それ
なのに、敢えてタックスヘイヴン等の迂路を
経る投資形態についてまで、日本が資金呼び
込みに努めるべきなのか、との疑問が生じう
る。また、国内法で対処してしまうと、租税
条約締結国の居住者にのみ恩恵を与えるとい
う条約の意義が没却されるのではないか、と
の懸念が生じうる。これらは理屈のみで決す
る問題ではなく、結局のところその時々の状
況（例えば、資金が余っているのか(10)逼迫し
ているのか、といった状況）と国益に照らし
た政策判断に依るであろう。 

なお、このように述べると、私の意見とし
て立法対応に後ろ向きであるように受け止め
られるかもしれないが、立法対応すべきなの
か否かについて色々判断材料がありすぎて分
からない、というのが率直なところである。
立法対応すべきという議論としては次段落の
ようなものが考えられる。 

立法対応がなくても外国法人が工夫すれば
（例えば外国法人が日本に子会社を作り、当
該子会社がサーバーを使うという法形式を採
用すれば、ありうるとしてもせいぜい代理人
PE 規定の適用にとどまり、代理人 PE 規定
の適用自体も回避の余地が多い上に、仮に代

理人 PE規定が適用されるとしても、所得税
法 164条 1項 1号と 3号の課税対象所得の範
囲を見比べると、force of attractionは完全に
ではないが概ね回避できよう）日本の全所得
主義の課税を回避することは可能であると思
われる。しかし、そのような工夫が煩わしい
と考える外国法人から先に日本への投資を諦
めるということになるとすると、何のために
全所得主義があるのだ、という疑問が湧く。
全所得主義が用意周到な納税者相手には租税
回避対策として機能しない可能性がある一方
で、普通の投資家を日本から遠ざける効果を
持つ可能性があるとすると、改むるに如くは
なし、との議論も成り立たない訳ではない。 

前記第一・第二の方向に関する突っ込んだ
議論は別稿(11)に譲り、以下、世界の潮流と、
帰属所得主義への変更にまつわる考察を試み
る。 

 

３ 世界の潮流：OECD 加盟国の源泉課税管轄

抑制への後悔？ 

３.１ 源泉地国としての幾つかの抵抗 

OECD は金持ち先進国クラブであるため、
伝統的に OECD モデルは源泉地国課税を抑
制し、資本輸入国の立場に立つことの多い途
上国に課税させないようにしようとしてき
た、そして資本輸出国の立場に立つことの多
い先進国の居住課税管轄を優先させようとし
てきた、と考えられている。しかし、新しい
世紀になった頃から、こうした傾向について
後悔があるように見受けられ、中には源泉地
国の逆襲(12)と評す者もいる。 

OECDにおけるモデル租税条約7条の見直
しも、日本の所得税法 164条の見直しも、【支
店を子会社と同様の扱いとする】という共通
項を見出すことが可能である。欧英日におけ
るテリトリアル課税（全世界所得課税から国
外所得免税への移行）についても、【支店・子
会社等の各事業部門に帰属する所得への一度
の課税で終わりにする】という共通項がある
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ものとして理解可能である。しかし、この方
向を推し進めると、【軽課税国の法人に機能
（function）・資産（assets）を集中させ、高
税率国の法人・支店の課税ベースをとことん
削る】という納税者側の租税負担軽減策がや
りやすくなってしまい、多くの国で充分な税
収をあげることが難しくなってしまう。 

そして、OECD(13)もしくは OECD 加盟国
は、こうした課税ベース削減に対し、ちょく
ちょく抵抗を示しているように私には見受け
られる。幾つか例を挙げる。 

第一に、OECDモデル 7条の見直し作業に
おいて、内部取引（本支店間の dealings）に
よる保険の保険料支払いということは、PE

帰属利得算定では認めない方向で考えられて
いる。支店を子会社と同視するという傾向を
推し進めることについて覚悟ができていれ
ば、高税率国法人から低税率国法人へ保険料
が支払われるのと同じように、高税率国 PE

から低税率国 PE（もしくは本店）へ保険料
相当の控除可能な支払がなされうることも容
認することとなるであろうが、そこには抵抗
があるということが伺われる。 

第二に、代理人 PE帰属利得算定について
所謂 single taxpayer approachを切り捨てて
いるが、支店を子会社と同視し arm’s length

価格で国家間の課税権配分を整理することに
ついて覚悟ができていれば、single taxpayer 

approach により高税率国所在の代理人 PE

に当該代理人の事業上の機能（function）に
応じた程度の代理報酬しか課税ベースが帰属
しないとしても、容認することとなるはずで
あろう(14)ところ、そこには抵抗があるという
ことが伺われる。 

第三に、高税率国の法人・支店の課税ベー
スを削るための事業再編(15)について、arm’s 

length 基準を真に信奉していれば脅威でも
何でもないはずである。【PEなければ課税な
し】、【関連者間・本支店間では独立当事者間
基準の当てはめ】、という大枠を維持する限り、

事業再編に対し課税庁側の抵抗手段はどうし
ても限られる（せいぜい出国時の譲渡益課税
(16)にとどまる…いわゆる出国税（exit tax））。 
第四に、組合等の利益共有（profit sharing）
関係を通じて高税率国から低税率国へ利益を
持ちだそうとすることについて、欧米では非
居住者が国内に PEを有するということにし
てしまう傾向があるが、非居住者が高税率源
泉地国内の事業施設を通じて事業を営んでい
ると法的に評価できるかについて結論（課税
なしという訳にはいかないという結論）あり
きで実務が積み重ねられてきたのではなかろ
うか。この点、日本のガイダント事件東京高
判平成 19年 6月 28日判時 1985号 23頁で
は、納税者の狡猾な租税回避を裁判所が結論
として認めた（尤も課税の空白を生じさせた
原因はオランダにもある）が、私には日本の
裁判所が条約の解釈の節度を守っているよう
に思われる(17)。そして、課税庁敗訴を受けて
日蘭租税条約改訂の中で匿名組合契約の源泉
課税管轄を明示的に肯認することとした流れ
は、至極真っ当な経過といえるのではなかろ
うか。日本はともかく、欧米等には【PE な
ければ課税なし】ルールへの抵抗があること
が窺われる。 

 

３.２ PEを巡る規定改正の難しさ 

しかし、仮に OECD 加盟国が源泉地国課
税抑制という伝統的租税条約ポリシーについ
て後悔を抱いている可能性があるとしても、
表立って源泉地国課税抑制規定を改訂しよう
という機運が盛り上がっている訳でもないよ
うに見受けられる。例えば、OECDモデル 7

条（PE帰属利得）の見直しが済み(18)、現在 5

条の PEの定義を確認・見直しているところ
であるものの(19)、PE 概念を巡る妥協の中心
ともいうべき準備的補助的活動概念（5 条 4

項）(20)まで見直すという機運はない。PE 概
念は神聖なものではないと論じられてはきた
ものの、電子商取引のような（その当時）新
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しい取引事象について PEに当たるか否か議
論する雰囲気は作られやすいのかもしれない
一方で(21)、現在は何かを変えるというつもり
はないように（明確化を図るだけのように）
見受けられる。既に PE該当性・非該当性が
確立している取引事象について新たに PEの
定義を見直すということには、相当の抵抗が
生ずるものと予想され、これは規定の経路依
存性(22)の問題ともいえるかもしれない。 

例外的に、サービス PE概念がコメンタリ
ーに書きこまれている(23)。尤もコメンタリー
にとどまっているともいえる。これについて
は次章に譲る。 

 

３.３ 源泉課税管轄は条約で制限すべきか 

源泉地国は投資呼び込みのために税負担を
下げる方が（源泉地国の利害として）望まし
いから、条約で源泉課税管轄を抑制してよい、
とかつて考える者がいた(24)。しかし、この考
え方に対して、源泉地国が自発的に税負担を
下げるならば条約で源泉課税管轄抑制を義務
付けなくてもいいのではないか（ただしいわ
ゆる soak-up tax(25)への対策は要る）、との疑
問が湧きうる。租税条約があまり源泉課税管
轄を制約しなくとも、かつてのアメリカのよ
うに自ら資本呼び込みのために源泉課税権を
弱くするか、現在の中国・ブラジルのように
資本逃避を恐れず強気で源泉課税管轄権を行
使するか、というように源泉地国の政策判断
に委ねさせる方が、健全な租税競争の環境構
築に資する可能性もある。 

但しこうした可能性を考察する場合に、源
泉の基準が改めて問題となる余地はある。所
得源泉は財産・事業のある所にあるという伝
統的な発想からすると、源泉は生産地にある
と考えることとなるが、無形資産の使用料の
ように需要地にこそ源泉があるという発想も
ないではなく、またどちらの発想が論理的に
正しいというものではない（どちらも論理的
正当性は同程度ある）と私は論じたことがあ

る(26)。そして、従来の生産地基準での源泉の
観念の仕方は、租税競争圧力に晒される。こ
のことは、上手くいけば前述のような健全な
租税競争の環境構築に資するかもしれないが、
悪くいけば底への競争（race to the bottom）
という悲劇（多くの国での財政破綻と弱者切
り捨て）に結びつくかもしれない。また、課
税ベースを付加価値化した上で仕向地主義と
すべきという議論も、主流にはならないが燻
り続けており(27)、その際には所得課税におけ
る源泉に代わる仕向地課税の範囲の定義が今
より更に重要な問題となろう（4.3補論参照）。 

 

４ 所得税法164条を帰属所得主義に変える

ことに伴う問題 

４.１ 所得源泉ルールへの影響 

所得税法164条を書き換えるとなると当然
所得税法161条の国内源泉所得の定義も変え
ざるをえなくなろう。 

ドイツ法の帰属所得主義の下では、事業所
得に関し PEに帰属するかどうかと国内源泉
所得かどうかという判定を連動させているが、
アメリカ法は、1966年改正以後のいわゆる実
質的関連所得主義の下、ドイツのような二つ
の判定を連動させるのではなく、国内源泉所
得の定義の他に国内での事業（ trade or 

business in the US）に実質的に関連してい
る所得という実質的関連所得（effectively 

connected income）概念を作り、【国内源泉
所得でないけれども課税する所得】【国内源泉
所得であるけれども課税しない所得】という
ややこしさを生み出している。 

アメリカ法を見倣うことは大筋で望ましく
ないと思われるが(28)、前述の PE概念の見直
し（かつ、また、PE なければ課税なしルー
ルの見直し）もセットとなるとすると、ドイ
ツ型の PE帰属判定を軸としつつ、しかしア
メリカ型の取引ごと（取引ごとというよりは、
業態ごとという方向となろうが）の所得源泉
判定も一部残るかもしれない。 
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所得税法施行令 279条 1項各号は、（例外
もあるものの）大筋で国内業務と国外業務と
の区別に基づいて国内源泉所得を判定するこ
とを原則としている(29)。ここからどう変化し
ていくかについて、次の二つの可能性がある
と思われる。第一は、PE が認められる場合
に【物理的に国外業務であっても日本 PEの
事業の一環であるとして PE帰属利得に含め
る】という方向である。帰属所得主義と聞い
て真っ先に思い浮かぶ方向であるが、【非居住
者に対する課税所得は国内源泉所得に限る】
という命題から見ると、【国内源泉所得】の定
義が字面から外れるような違和感がない訳で
もない。しかし多少の違和感は仕方ないとい
うこととなろう。第二は、サービス PE或い
は【PE なくても課税】の余地が残るとした
場合の、現行法のような【国内業務と国外業
務との区別】の堅持という方向である。尤も、
所令 279条 1項 5号のように、物理的に国外
での業務であっても国内業務の一環のものと
して国内業務に含められる可能性が現行法下
でも皆無ではないし、同 3項のように付随業
務について所得の発生を観念しないというも
のもある。 

なお、外国税額控除との関係で、所令 279

条 5項には、非居住者の日本国内 PEを通じ
た国外利子について、課税する一方、外国で
課税されていたら日本は課税しないというル
ールがある。非居住者に外国税額控除は適用
されないという前提に基づいた仕組みである
が、所法 164条を帰属所得主義に変えるので
あれば外国税額控除を非居住者にも認める方
向への圧力(30)がかかるであろう。 

 

４.２ PE概念、PEなければ課税なしルール

への影響 

帰属所得主義にすれば PEが源泉地国課税
を縛る度合いが一層濃くなるので、所得源泉
のみならず PE概念（PEの範囲）及び PEな
ければ課税なしルールの適用範囲についても

変更の圧力がかかる可能性がある。尤も
OECDでPE概念について検討されているも
のの大幅な変更は起きそうにない旨前述し
た。一度確立したルールを国際的合意のもと
で変更しようとすることにつき、利害関係者
の強い抵抗に遭いやすいためである。一種の
経路依存性の問題と言えるかもしれない。PE

概念の広狭を巡る争いは細かな部分となろう。 
その中で比較的大きな変革の兆しは、サー
ビス PEを巡る議論である(31)。初めてこの議
論に触れた際は唐突に感じ違和感があったが
(32)、OECDモデル租税条約に 17条の芸能人
条項が新設（1977年）されたことの流れの延
長と位置づける説明が腑に落ちた(33)。また、
日本法を見ると、所得税法 164条 1項 4号、
161条 2号、所得税法施行令 282条は、専門
的役務について芸能人条項との連続性で理解
する余地があるかもしれない。芸能人条項を
PE 擬制の一種と捉えるか、サービス PE 課
税を【PE なくても課税】（PE なければ課税
なしルールの例外）と捉えるかは説明の違い
にすぎない部分が大きいといえよう。何れの
説明にせよ、物的な拠点が源泉地国課税の必
須要件ではなくなるということである。この
点に関し、アメリカの trade or business in 

the US（国内事業）概念は PE概念と類似し
物的拠点と結びつけて理解すれば概ね外れな
いが、物的拠点を常に要件としている訳では
ない。PE 概念を変えるかどうかという議論
の建て方よりも、芸能人条項等も視野に含め
た上で直截に【源泉地国課税の閾値の設計に
おける物的拠点の要求度の変化】という議論
の建て方をした方が正確かもしれない。 

PE なければ課税なしルールとの関係で、
利益共有（profit sharing）関係につき欧米で
は日本と異なる傾向が確立していることは
3.1 で前述した。欧米における傾向は条約解
釈の正確さとしては疑問が残るが、PE なけ
れば課税なしルールというお題目の下での大
人の解決（なし崩しというべきか）として
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profit sharing 関係について源泉地国課税権
を或る程度留保させ続けるという第一の途が、
（日本では裁判所により否定されたが欧米で
は）今後も続くであろう。また、日本がこの
傾向に乗っからなかった以上、源泉徴収の範
囲の明確化という日本の条約締結ポリシーも、
第二の途として位置付けられ、今後源泉徴収
の範囲をどう設定するか（匿名組合以外の
profit sharingにも広げるべきという議論も、
投資呼び込みのために源泉徴収の範囲を今後
一層絞っていくべきという議論も、それぞれ
に筋が立ちうるものと考えられる）の試行錯
誤が続くであろう。また、従前控除可能だっ
た支払についての控除を否定する(34)、という
第三の途もある。 

また、第一の途が net income 課税である
一方、第二の途は gross income課税となりが
ちであるが、その課税ベースは実際のところ
大きくは違わないと私は推測している(35)。尤
も、gross incomeに対する課税への抵抗が強
いことも理解できる。【事業者→投資家】の一
段階だけなら税引前収益の一割程度を削るだ
けの話で済む（源泉徴収課税の有無よりも税
引前収益率見込の違いの方が投資先決定に強
く影響するであろう）一方で、【事業者→ファ
ンド→ファンド→ファンド→……→投資家】
のように intermediary が何層にも重なる場
合、課税の累積が深刻である。控除範囲の制
限という第三の途は、第二の途における課税
の累積という懸念材料への対応策であるとも
位置付けられまいか。また、第三の途は、ゆ
くゆくは debt/equity の峻別（IFA 2012 

Subject 2 参照）に対する問題提起にも繋が
る可能性がある。 

更に、第三の途は、消費税（付加価値税）
の文脈における仕入れ税（reverse charge：
又は仕入税額控除否定による間接的な課税）
と機能的に近づく可能性もある。補論も参照
いただきたい。 

 

４.３ 補論:消費税における「国内において」

基準と輸入課税の画し方 

消費税（付加価値税）の世界では輸出免税・
輸入課税による仕向地主義が原則とされてい
るが、なかなか原則通りにはいかない。これ
は所得課税における全所得主義・帰属所得主
義の是非と関わりない問題ではあるが、外国
企業に対する課税の範囲という点で共通項が
あるので補論として扱いたい。 

例えば、作家 Aが小説を書き、日本の出版
社 Bが編集し、外国所在の書店 Cが日本所在
の顧客 D にインターネット等を通じて電子
書籍として提供するといった状況を考える。
この仮想例のうち、まず CD間の取引に着目
すると、資産の譲渡等の「国内において」基
準（消費税法 4条 1項及び 3項）も輸入（同
2 項：保税地域での外国貨物）も、ともに満
たさない可能性が高く、日本の消費税は非課
税となる可能性が高い。次に BC間の取引に
着目すると、資産の譲渡等の「国内において」
に当たる可能性があるが（消費税法施行令 6

条 1項 6号または 2項 5号もしくは 7号）、
輸出免税（消費税法 7条）が適用される可能
性が高い(36)。そして AB 間に着目すると、A

が非居住者なら資産の譲渡等が「国内におい
て」に当たらず（消費税法施行令 6条 1項 6

号）非課税となる可能性がある(37)。 

日本居住の顧客がAppleやAmazon等の外
国法人と取引する場合に非課税である可能性
が高いという問題は以前から指摘されてきた
ことではあるが、今後消費税率を引き上げざ
るを得なくなるとすると、一層、課税範囲の
見直しの機運が高まるであろう。現行法下で
は役務等に関する輸出免税と輸入課税の非対
称性が課税ポイントの消失という結果を招来
する恐れがあるところ、所得課税における源
泉課税管轄のあり方と同時に、消費課税にお
ける輸入課税のあり方も見直す機運が高まる
であろう。 

日本法下では、「国内において」基準と課税



税大ジャーナル 20 2013. 1 

69 
 

の有無とが直結しないために、輸出免税と輸
入課税の非対称性が生まれている。この点、
欧州のように place of supply（提供地）基準
への一元化を目指すべきであるという考え方
が第一の方向性としてまず思い浮かぶ。尤も、
欧州でも carousel fraud（回転木馬詐欺：マ
イクロチップ取引や排出権取引等を道具と
し、【輸入者の reverse charge逃れ】と【取
引先の仕入税額控除】と【輸出免税】を組み
合わせて付加価値税の負担を免れる）等の横
行が指摘されており、万全は期し難いので、
どこまでは執行の限界として諦めるかという
判断も要求される。 

なお、欧州との比較で、ニュージーランド
の提供地基準を高く評価する論者がいる(38)。
ニュージーランドでは供給者が居住者・非居
住者かで提供地を判定するので欧州における
ような詐欺がやりにくいという評価である
（例外として、非居住者たる供給者につき、
役務がニュージーランド内で遂行され顧客が
最終消費者であればニュージーランドが提供
地となる。顧客が事業者である場合は取引が
ニュージーランド内で課税されることの書面
が要求される。）。 

この事に関し、日本法の消費税法施行令 6

条 2項 7号の事務所基準は、ニュージーラン
ドの原則的ルールと近いと評価できるかもし
れない。これに加えて輸入課税の範囲（欧州
の登録制を真似せざるをえないであろう）を
うまく規定するという考え方が第二の方向性
といえようか。 

第一にせよ第二にせよ似た話になるであろ
うし、正確な比較は私の能力を超えるので、
所得課税における源泉課税管轄の画し方と合
わせて消費課税における輸入課税の画し方に
ついて今後も考察を続けることを宿題とする
ことで、お許しいただきたい。 

 

 

                                                      
(1)  参照：植松守雄「非居住者、外国法人及び外国
税額控除に関する改正税法の解説」（国税庁にお
ける 1962年 5月 1日の講義録）；福山博隆「外
国法人及び非居住者の課税その他国際的な側面
に関する税制の改正」税経通信 17 巻 6 号 101

頁（1962）等。 
(2)  平成 22年 11月 8日税制調査会専門家委員会
「国際課税に関する論点整理」11頁参照。 

http://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/20

10/_icsFiles/afieldfile/2010/11/24/22zen8kai10

.pdf  

http://www.cao.go.jp/zei-cho/etc/2010/_icsFiles

/afieldfile/2010/11/18/221109houkoku.pdf 
(3)  本稿は、全所得主義・帰属所得主義に関し、21
世紀政策研究所の国際課税研究会（座長：青山
慶二）にて、帰属所得主義移行の是非が議題の
一つに挙げられ、私もその議題の担当者の一人
となっていたので、そこでの議論の内容も踏ま
えている。21世紀政策研究所での議論は後述の
東証でのサーバーPE 認定可否の問題が中心で
あり、別稿（21世紀政策研究所『グローバル時
代における新たな国際租税制度のあり方』所収
予定の拙稿）としてまとめられる予定であるが、
本稿ではもう一歩引いた視野の課題を扱いたい。 

(4)  法人税法・法人税法施行令にも概ね対応する規
定があるが、本稿では所得税法・所得税法施行
令を念頭に置いて議論を進める。 

(5)  谷口勢津夫「外国企業課税に関する帰属所得主
義と全所得主義（1～2・完）」税法学 389 号 1

頁、390号 1頁（1983）。 
(6)  この記載が OECDモデル租税条約の文言の正
しい解釈といえるかについて、私は若干の疑義
を抱いているが、本稿では立ち入らない。 

(7)  Cf. OECD, Clarification on the Application 

of the Permanent Establishment Definition in 

E-Commerce: Change to the Commentary on 

Article 5 (2000). 
(8)  http://www.fsa.go.jp/news/22/sonota/201008 

30-2/01.pdf 
(9)  http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/201109 

30-9/01.pdf 
(10) 尤も、資金が余っている時には国外からの投資
呼び込みに関する税制を整備する必要はない、
と言い切れる訳ではない。誰が資本所有者であ
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るかが生産性に影響しているのではないか（い
わゆる CON: capital ownership neutrality）、
という議論も存在しており、資金の供給者の個
性（それは伝統的な資本輸出中立性や資本輸入
中立性の議論においては無視されがちであっ
た）に着目する考え方は、まだ一般的とまでは
評しにくいものの無視しがたい影響力を有しつ
つある。そして資金の供給者の個性が意味を持
つとすると、たとい或る国の資本が余っている
としても、当該国で事業運営する資本をどこか
ら供給してもらうかについて阻害要因の少ない
税制が望ましいという議論は、成立の余地があ
るからである（残るは実証の問題となる）。Mihir 

A. Desai & James R. Hines, Jr., Evaluating 

International Tax Reform, 56 National Tax 

Journal 487 （2003）等のDesai & Hinesによ
る一連の議論及び増井良啓「内国法人の全世界
所得課税とその修正」『抜本的税制改革と国際課
税の課題』3-15頁（日本租税研究協会、2011）
参照。 

(11) 註 3参照。第一の方向に関して、実務上技術的
に最も複雑かつ最も重要となりそうなのが費用
配賦の問題である。この問題について正確に議
論することは率直に言って現在の私の能力では
難しい。註 3 所収予定の一高龍司論文が費用配
賦を扱っているのでそちらに譲る。校正時、同
氏・租税研究 750号 121頁に触れた。 

(12) Lee A. Sheppard, Revenge of the Source 

Countries?, 106 Tax Notes 1362 （Mar. 21, 

2005）, 37 Tax Notes International 1127（Mar. 

28, 2005）参照。イタリアにおける強引な代理
人 PE認定（Ministry of Finance (Tax Office) v. 

Philip Morris GmbH, Corte Suprema Di 

Cassazione (Sezione Tributaria), Rome, 

Judgment date: 7 March 2002, reported in 4 

International Tax Law Reports 903-946 

(2002)）が諸外国の批判を招いていることにつ
いて、【その批判自体は正当だけれども多くの国
もかなり無茶に PE・代理人 PEを認定している
（本稿 3.1～3.2参照）中でイタリアを嘲笑する
資格のある国は少ないだろう】と当時考えてい
た私にとって、Sheppard氏のこのタイトルはそ
のものズバリであった。 

(13) OECD を主語とする時、本当に主語とするに

                                                                         
ふさわしい者がOECD加盟国の政策担当者であ
るのか、OECD内部の職員であるのか、不分明
である恨みがある。この不分明さは経験の少な
い私には解き明かせないことをお許しいただき
たい。 

(14) single taxpayer approach による所得配分が
源泉地国として受け入れられない理由として、
代理人 PEと本人との協同による利益（synergy 

effect）が代理人報酬の arm’s length価格に反映
されない（そして源泉地国に synergy effect の
利益が一部たりとも帰属しない）ということを、
私は修士論文執筆中に考えていたが（当時
single taxpayer approachという言葉はなかっ
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